
１． アジア・太平洋水サミットから洞爺湖サミットへ向けて

青山 健治・渡邊 史郎

２００７年１２月３，４日，大分県別府市において，第１回アジ
ア・太平洋水サミットが開催された。同水サミットにおける農
林水産省の取組み（本体行事への参画や関連行事の開催）と農
業用水分野の成果について報告する。
また，２００８年７月の洞爺湖サミットにむけて，水分野でも
さまざまな取組みが行われている。その一つとして，各省実務
者や有識者による横断的な議論が行われ，その成果として報告
書が取りまとめられており，その内容を紹介する。

（水土の知７６―５，pp．３～６，２００８）
水フォーラム，INWEPF，多面的機能，環境流量，E-

flow

２． アジアにおける環境流量

ラザルス ケイト

水に関する競争が激化し，また，世界的に環境保全の要請が
高まる中，環境流量（Environmental Flow：E-flow）という概
念は「開発と生態系のための水」を達成するための中核となる。
本報では，IUCNにおけるアジア地域での環境流量に関する調
査結果によって明らかになった環境流量を適用するに当たって
の課題と支援方策について検討を行う。

（水土の知７６―５，pp．７～１０，２００８）
環境流量，生態系保全，多面的機能，E-flow

３． 環境流量：概念から適用へ

バラティ ルナ・エリヤガマ ニシャディ

スマクティン ブラディミア

河川流域管理では一般に，農業，都市，工業への水資源の配
分が行われている。一方で，現在，環境への水の配分に対する
認識が高まりつつある。本報では，水文学をベースとしたデス
クトップでの環境流量評価手法およびその流域管理への適用可
能性について検討するとともに，農業への影響についても考察
する。まず，この手法およびそれに対応するソフトウェアにつ
いて説明し，次に，この手法を用いて環境流量の計算を行った
ガーナのボルタ川流域の事例について示す。

（水土の知７６―５，pp．１１～１４，２００８）
環境流量，IWMI，ボルタ川，水資源配分，流
況曲線，E-flow

４． メコン流域の水文環境と水田の役割

増本 隆夫

環境維持のための基準流量設定に関して，メコン川流域の水
文環境と水田の持つ洪水貯留効果について紹介する。まず，メ
コンの流域協定における基準点流量の考え方，流域国間におけ
る合意や話合いの現状について述べる。本川で維持すべき基準
流量は，地点ごとに技術ガイドラインで規定されるが，流域国
間での数多くの会合にもかかわらずいまだ合意に至っていない
現状やその問題点について明らかにする。次に，メコン川下流
に広がる氾濫域の洪水湛水機能についての検討結果を示す。そ
こでの特徴的な水利用はコルマタージュや周辺洪水を利用する
もので，水田は全氾濫量の約２０％を貯留すると同時に同地域
や下流ベトナムでの水稲栽培に大きく役立っている。

（水土の知７６―５，pp．１５～１９，２００８）
環境流量，農業水利用，流域協定，水田灌漑，
洪水湛水機能，コルマタージュ，トンレサッ
プ湖
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小特集 アジア・太平洋水サミットから洞爺湖サミットに向けての農業用水分野の取組み

特集の趣旨
近年，水に関する国際議論が大きな盛り上がりを見せています。わが国で開催された第３回世界水フォーラム（２００３年

３月）以降，日本政府も，水に関する国際会議への参画や国際社会にむけた情報発信，水分野における国際協力を積極的
に進めているところです。
昨年１２月には，アジア・太平洋地域の各国政府首脳級および国際機関代表等が参加して，この地域の水に関する諸問
題について議論を行う「第１回アジア・太平洋水サミット」が大分県において開催されました。取りまとめられた成果
文書（ポリシーブリーフ）には，灌漑用水の多面的機能の重要性が示され，各国の共通認識として確認されました。
環境をテーマに本年７月に開催される「G８北海道洞爺湖サミット」においても水問題が取り上げられることになって
います。農業用水分野としても，水田農業をベースとしたアジアモンスーンの農業用水の持続性や多面的機能等の特質，
その特質を踏まえた国際貢献のあり方など，今後，積極的に発信していくことが必要です。
本小特集では，洞爺湖サミットに対し会員諸氏に一層の関心をもっていただくため，第１回アジア・太平洋水サミッ
トにおける農業用水分野の議論や成果を報告するとともに，農業用水と環境をめぐる最新の研究成果について紹介しま
す。



５． 水田流域における「環境のための水」に係る政策課題

田中 秀明・前田 和義・土田百合子・宮川 昌彦

第１回アジア・太平洋水サミットの成果である「ポリシー
ブリーフ２００７」には，域内各国の水計画において「環境流量
（E-flow）」を採用し，その取組みを促進することが盛り込まれ
た。また農業用水に関連して「環境のための水」に関し国内外
でさまざまな政策的な取組みが進められている。このようなこ
とから本報は，わが国の水田流域における農業用水政策につい
て，「環境のための水」との関係に焦点を当て，①水サミット
の成果に基づきわが国の政策の評価を行い，②環境用水の水利
使用の現状，③河川の正常流量における環境流量の現状，など
を踏まえ，④今後の政策課題を提示するものである。

（水土の知７６―５，pp．２１～２４，２００８）
地域用水，環境用水，冬期湛水，環境流量，正常流量，

E-flow

（報文）
メタン発酵消化液ろ液の蒸留処理技術の開発展望

山岡 賢・柚山 義人・中村 真人・上田 達己

メタン発酵消化液の脱水ろ液の濃縮・減量方法として，著者
らは単蒸留装置を用い減圧条件設定方法の工夫で脱水ろ液を放
流可能な清浄な水質の液とアンモニア（NH３）濃縮液に時間的
に区分して回収する Simdcap（シンドキャプ）法を開発した。
本報では，Simdcap法についての研究成果を取りまとめて報
告するとともに，実用化に向けての諸課題とそれらの対策を検
討した。特に，逆浸透膜分離法，活性汚泥法等と比較して，現
状における Simdcap法の実用性の展望を明らかにした。

（水土の知７６―５，pp．２５～２８，２００８）
資源循環，アンモニア，液肥，濃縮，減量

（報文）
東南アジアにおける灌漑施設の機能診断調査法について

中村 義文・皆川 猛・白山 幸一・鳥越 和貴

近年，途上国における灌漑排水施設の老朽化は，気象条件や
環境など，その状況に違いはあるものの日本国内同様に進んで
おり，水利施設の新設から既存施設の補修等に内容が変わりつ
つあるのが現状である。より効率的・効果的な ODAを実施し
ていくためにも，施設の長寿命化を図り，ライフサイクルコス
トを低減するストックマネジメントの概念を導入することは極
めて重要かつ有効な手段である。農林水産省から委託を受
け，２００６年度，東南アジアの２カ国にモデル地域を選定し，
施設の機能診断をはじめ，予防保全対策の検討のための現状把
握等を行った。ここでは，実施した調査結果の一部である灌漑
施設の機能診断調査方法について述べる。

（水土の知７６―５，pp．２９～３４，２００８）
東南アジア，灌漑施設，水路，機能診断，ス
トックマネジメント

（報文）
復旧段階における中越震災地域自治体の対応課題

有田 博之・玉井 英一・飯田 茂敏

新潟中越震災地域の復旧段階に県・市町村が直面した課題に
ついて検討した。復旧工事は，応急的対応を除いて，翌２００５
年春の融雪後に行われた。災害査定の短期化に効果を発揮した
モデル方式は，個別の現地調査・設計図書の作成では作業の集
中が生じ，発注の遅延を生じたが，これを解決することによっ
てより効果的な手法となることを指摘した。また，地盤災害が
広範に生じ一件ごとの復旧方式では対応できない地区では，新
たに「農地災害関連区画整備事業」が導入された。事業実施面
で，境界画定等の技術問題が発生したが，現場担当者の工夫と
創意によって克服できたことを示した。

（水土の知７６―５，pp．３５～３８，２００８）
危機管理，防災，地震，災害復旧，モデル方
式，農地災害関連区画整備事業

（報文）
「農業農村整備における地球温暖化対応検討会」取りまとめ報告

本間 泰造・堀畑 正純・青山 健治・松本 直也

２００７年１～５月までに公表された気候変動に関する政府間パ
ネル（IPCC）第４次評価報告書では「気候システムの温暖化
は疑う余地がない」とされ，地球温暖化の加速的な進行が，
水・生態系・食料などに深刻な影響を及ぼすと予測している。
これを受け，農林水産省では「農林水産省地球温暖化対策総合
戦略」を策定し，地球環境問題に積極的に貢献する農林水産業
の実現に向けた推進方向を明示した。農村振興局では，このよ
うな農林水産省全体での議論と並行し，農業農村整備における
対応策を検討すべく「農業農村整備における地球温暖化対応検
討会」を設置した。本報では，検討会取りまとめの概要につい
て紹介する。

（水土の知７６―５，pp．３９～４２，２００８）
適応策，緩和策，貢献策，地球温暖化対策

（技術リポート：北海道支部）
バイオガスプラントによる乳牛ふん尿の地域循環

杉山 羊一

酪農を営む地域近隣の市街地住民や観光客等から乳牛ふん尿
の散布時の悪臭に対する苦情があり，スラリー状のふん尿の適
正処理の問題とともに緊急的な課題となっていた。そこでバイ
オガスプラントを建設しその課題を解決した。それに伴い，嫌
気性発酵処理の生成物であるバイオガスによる発電によりプラ
ント内電力を賄う。最終生成物である消化液の散布による化学
肥料の使用量削減と牧草の収量・品質の改善をし，総合的なエ
ネルギーと有機質資源の地域循環を目指した。ここでは，バイ
オガスプラントの概要，ふん尿消化液の施用効果等を中心に紹
介する。

（水土の知７６―５，pp．４４～４５，２００８）
バイオガスプラント，乳牛ふん尿，嫌気性発
酵，消化液



（技術リポート：東北支部）
暗渠もみ殻疎水材の開削充填機および作業方法の考案

岩佐 郁夫・菅原 強・千田 智幸

圃場整備後の水田において，畑利用の本格化により，本暗渠
の疎水材であるもみ殻の腐植化が急速に進み，一部の水田では
田面の陥没を引き起こすなど，汎用化水田としての排水機能を
維持することが困難になっている。ここでは，農業用トラクタ
に装着・牽引し，既存の本暗渠直上にもみ殻を開削充填する簡
易な機械および作業方法を考案し，実用化に至ったので紹介す
る。

（水土の知７６―５，pp．４６～４７，２００８）
暗渠排水，もみ殻，腐植，疎水材，機能回復

（技術リポート：関東支部）
圃場整備における法面植生回復工法

菊池 克幸・田巻 恒河

中山間地域に位置する経営体育成基盤整備事業荒川南部地区
は，大区画圃場整備を実施する中で法面も大規模化する傾向に
あった。特に切土法面においては植生の回復がなかなか図られ
ない場所も発生し，地域の自然環境が変貌する事態が生じた。
そこで，地域に生育する在来植生の保全も重要と考え，法面に
在来植生を早期に回復させる手法の検討を行ってきた。本報で
は，当地区で取り組んだ畦畔表土を利用した法面植生回復工法
についての検討状況，施工およびモニタリング調査の結果など
について紹介する。

（水土の知７６―５，pp．４８～４９，２００８）
環境配慮，圃場整備，法面植生回復，在来植
生，表土

（技術リポート：京都支部）
芦ノ町池堆積土の固化処理工法

岡村 裕司・国場 一郎

京都府舞鶴市にある芦ノ町池地区は，国庫事業により京都府
が平成１７年度から改修事業を行っている。改修工事の実施に
先立ち，ため池敷地に仮設道路を設置したところ，堆積土（泥
土）が想定よりも深いことが判明した。そこで，当初予定した
仮設道路下の泥土改良に加え，仮設道路と堤体の間にある堆積
土の全量について，主に工事用車輌の施工性を確保する目的
で，セメント系固化材を用いた改良工（表層改良，中層改良の
併用）を実施したのでその概要を報告する。

（水土の知７６―５，pp．５０～５１，２００８）
ため池，堆積土，改良工法，表層改良，中層
改良

（技術リポート：中国四国支部）
ため池の洪水吐改修に伴う水理模型実験

吉本 政輝

真行寺池は，築造後，約２００年経過し，堤体上流法面の浸
食による滑落をはじめ，堤体腰石積部からの漏水など，老朽化
が著しく進行していたため，平成１９年度から改修工事を行う
こととなった。その中で，洪水吐・放水路の改修に当たり，用
地の制約やコスト縮減の観点から，階段式落差方式を採用する
こととしたが，水理現象は複雑で確立された設計手法がないこ
とから，水理模型実験を行い減勢状況を確認した。本報では，
その実験結果と考察について報告する。

（水土の知７６―５，pp．５２～５３，２００８）
ため池改修，洪水吐，放水路，階段落差工，
水理模型実験

（技術リポート：九州支部）
現地観測に基づく赤土等流出防止対策効果の検証

伊良波直人・冨坂 峰人・野原 博豪

沖縄をはじめとした亜熱帯地域では，農地からの赤土等の流
出により公共水域が汚染され，大きな社会問題となっている。
このような背景から，沖縄県では水質保全対策事業（耕土流出
防止型）を導入し，沈砂池の設置等，土木的対策を講じている
ところである。現在，沖縄県北部農林水産振興センターでは，
沖縄本島北部の宜野座村に位置する松田第２地区において，
水質保全対策事業前後の赤土等流出状況を比較することによ
り，勾配修正や沈砂池等の対策工について効果検証を実施して
いる。調査は現在も継続中であるが，今後の土砂流出防止対策
の検討に関する参考情報として，これまでに得られた知見等に
ついて紹介する。

（水土の知７６―５，pp．５４～５５，２００８）
農地環境，農地保全，土砂流出対策，勾配修
正，沈砂池
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